



























































































































































































































































2006.4.1 67,072人 13,371人 19.9％ 20,914世帯   965世帯 1,372世帯
2007.4.1 67,112人 13,986人 20.8％ 21,160世帯 1,035世帯 1,450世帯
2008.4.1 66,882人 14,600人 21.8％ 21,410世帯 1,193世帯 1,657世帯
2009.4.1 66,853人 15,230人 22.8％ 21,639世帯 1,241世帯 1,790世帯
2010.4.1 66,823人 15,753人 23.6％ 21,885世帯 1,345世帯 1,965世帯
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よくつきあっている 1（14.3） 6（85.7） 0（0.0） 7（100.0） 3（30.0） 7（70.0） 0（0.0） 10（100.0）
ある程度つきあっている 0（0.0） 8（100.0） 0（0.0） 8（100.0） 1（5.6） 17（94.4） 0（0.0） 18（100.0）
あまりつきあっていない 2（33.3） 4（66.7） 0（0.0） 6（100.0） 3（23.1） 9（69.2） 1（7.7） 13（100.0）







































































































































































































































































佐織地区 市内全域 市内全域 市内全域
一人暮らし高齢者数 25名 428名 1,241名 1,345名 1,395名
鍵を預けている人
登録者数
17名 
（68.0％）
112名 
（26.2％）
358名 
（28.8％）
386名 
（28.7％）
463名 
（33.2％）
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て不安に思うことがありましたので、このような体制
があればこちらも助かります。」など、大変協力的な
回答をいただいている。これまでに収集できた52事
例中、新聞販売店、牛乳販売店、乳酸菌飲料販売店が
異変に気付いて対応に結び付いたケースは２件
（3.8％）と件数的には多くはないものの、新聞販売店
等の日常的な見守り・通報協力には今後も大いに期待
するところである。
⑶　緊急時のための情報網・連絡体制の整備
１） ひとり暮らし高齢者台帳への「鍵を預けている
人」追記
　モデル事業での議論のなかで、異変に気付いた際に
自宅内に立ち入って安否確認を行う必要性があって
も、鍵がかかっている状況で家の中に入れない場合に
は対応に困るとの意見が出された。このことに対し、
千葉県松戸市常盤平団地で実施されている「あんしん
登録カード」に記載されている項目を参考に、「鍵を
預けている人」の登録を開始した。
　市では民生委員が毎年３月から５月にかけて65歳
以上の一人暮らし高齢者および高齢者のみの世帯を訪
問し、高齢者の希望に基づいて、基本情報、緊急連絡
先、健康状態、主治医、利用している福祉サービス等
を記載する「ひとり暮らし高齢者台帳」等の登録を行
うことで緊急時に備えている。そのなかに「鍵を預け
ている人」という欄を作成し、鍵を預けている相手も
登録することができるようにしたのである。プライバ
シー意識が高まるなか、一部高齢者からは「ひとり暮
らし高齢者台帳」および「鍵を預けている人」の登録
に対して否定的な意見もあるが、民生委員はこれら登
録制度の趣旨を説明しながら理解を求めており、モデ
ル事業以来、登録者数は年々増加傾向にある。
　実際に、地域では一人暮らし高齢者等が自宅内で病
気の悪化等により緊急を要する状態で見つかることが
一定数あり、行政としては、基本情報、緊急連絡先、
健康状態、主治医、利用している福祉サービス、鍵を
預けている人等に関する情報の一元化の重要性と必要
性を感じている。また、2008年に一人暮らし高齢者
が自宅内で死亡していたケースでは、台帳登録をして
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いなかったため、親族等の連絡先が全くわからず、市
役所において戸籍謄本等による親族調査を実施し、県
内在住の親族に連絡がつくまでにまる３日間を要し
た。一人暮らし高齢者の増加が見込まれるなか、健康
状態の急変や死亡等の緊急時にスムーズな対応がとれ
るよう、今後も台帳登録の必要性を説明しながら推進
していけたらと考える。
２）愛西市緊急時対応フローチャート
　緊急時に迅速に対応できるよう、異変に気づいてか
ら終結までに関係者がどのように役割分担をし、どの
ような手順で対応するかといった連絡・協力体制を示
した「愛西市緊急時対応フローチャート」を作成し、
関係者に配付することで参考にしてもらっている（松
宮・新美・鷲野，2008）。筆者の経験から述べると、
実際に緊急時には情報が錯綜し、その現場に遭遇する
と冷静な対応をすることが難しくなる傾向にあること
から、事前に体制を示しておくことは有効であろう。
⑷　孤立している高齢者への支援
１）関係機関の相談、支援、見守り
　孤立死問題を考える際には、孤立死の防止・早期発
見ばかりでなく、高齢者等を孤立させない支援も重要
であることから、市では地域包括支援センターと高齢
福祉課を中心に、在宅介護支援センター、民生委員、
地域住民、関係機関が連携し、各種制度・サービスも
活用しながら、支援を必要としている高齢者に対する
相談、支援、見守りを行っている。モデル事業を実施
してからというもの、住民や関係者の間に孤立死対策
という意識が徐々に浸透してきているように感じてい
る。
２）傾聴ボランティア訪問事業
　2011年７月より孤立死防止・早期発見を目的とし
た傾聴ボランティア訪問事業を開始した。この事業は
65歳以上の一人暮らし高齢者のなかで、親族・近隣
との関わりおよび外出の機会が少なく、また、福祉や
介護のサービス等も利用しておらず、孤立死防止・早
期発見の観点から支援が必要な者を対象に、市で養成
した傾聴ボランティアを派遣するものである。対象者
の選定に関しては、民生委員からの情報と介護・福祉
サービス利用の状況に基づく方法、そして、介護保険
法の地域支援事業のなかの二次予防事業対象者把握事
業において実施する基本チェックリストを活用する方
法をとっている。具体的には、民生委員に対し、担当
地区の65歳以上の一人暮らし高齢者のなかで、親族・
近隣との関わりや外出の機会が少ない人に関する情報
提供を依頼し、市役所高齢福祉課と地域包括支援セン
ターにおいて、そこから得られた情報と福祉や介護
サービスによる安否確認の状況から判断して候補者を
選定している。これに加え、65歳以上の高齢者のう
ち介護認定を受けていない高齢者を対象に実施する基
本チェックリストのなかで、「外出が週１回より少な
い」と回答した人も候補者とする。これら候補者と
なった高齢者に地域包括支援センターより連絡をと
り、生活状況と傾聴ボランティア訪問に関する意向を
確認したうえでボランティアを派遣している。ボラン
ティアはいわゆる「孤立している高齢者」のところへ
訪問し、安否確認を行うとともに話し相手となり、対
象者は安否確認を受けるとともに、人との交流を図る
ことができるのである。2011年11月現在７名の高齢
者を対象に事業を実施しており、ボランティアの訪問
を受けている高齢者の多くは、ボランティアの訪問と
会話を楽しみにしており、ボランティアと信頼関係が
できてくると心のうちを話しはじめる。ボランティア
の訪問の状況は定期的に地域包括支援センターに報告
してもらうこととしており、それ以外にも訪問の際に
問題が発生したり、高齢者について気になることがあ
る場合には随時連絡してもらい、地域包括支援セン
ターも一緒に対応するようにしている。今後この事業
の充実を図ることで、高齢者の孤立を防ぎ、孤立死の
防止・早期発見につながることを期待している。
4‒3　孤立死防止・早期発見のための啓発
⑴　市民・関係機関への啓発、講演会等
　4‒2 ⑵ 地域支援ネットワークの構築でも示したとお
り、孤立死防止・早期発見のためには、住民や関係者
一人ひとりが孤立死に関する知識や意識を持ち、それ
ぞれにできる対応をすることが重要であると考え、講
演会を開催したり、老人クラブ勉強会、民生委員や介
護支援専門員を対象とした研修会など、機会をとらえ
た周知を行っている。
4‒4　まとめ
　愛西市における孤立死防止・早期発見対策事業等に
より明らかになった点を述べる。
　まずはじめに、１．２．において、孤立死が深刻化か
つ増加傾向にあり、また、一人暮らし高齢者の増加が
見込まれ、高齢者たちが孤立死に関して不安を抱えて
いるということが浮き彫りとなっているなか、今この
現状に対し何らかの対応が必要であろう。そして、そ
れに加え、これらの調査結果は、今後何年か先には高
齢者の孤立や孤立死が深刻な問題として起こってくる
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ことを示しているのであるから、そうなる前に今の段
階から何らかの取り組みを行っていかなければならな
いと考える。
　その際、行政の立場としてはどのような取り組みを
行うと良いのであろうか。全国の市町村生活保護課を
対象とした調査からは、現在行政は孤立死に対する直
接的対応はあまり行っておらず、積極的な取り組みは
なされていないようである。自助、互助、共助、公
助、商助という取り組みがあるなかで、これらをまと
める公助の機能を果たす行政の役割も重要である。行
政は制度やシステムを構築し、それを各地域や関係機
関に広めていくという点に長けている。一方、各地域
や関係機関は人々の身近なところで、それぞれの特性
も生かした柔軟な取り組みを行うことができる。愛西
市の取り組みからもわかるように、これらがタイアッ
プしてネットワークを構築し、一緒に取り組むことで
効果的な対応が期待できると考える。
　２点目として、これまで孤立死問題を考える際に
は、コミュニティの希薄化を問題視し、その強化に向
けた取り組みが重要であるとされてきたが、実際には
愛西市のモデル地区実態調査からもわかるように、
人々が積極的に近所づきあいをしようという意識は薄
く、また、近所付き合いが少ない人ほど今後も近隣と
の関わりを持ちたくないと考える傾向にあることか
ら、近隣との関係ばかりでなく、人々のライフスタイ
ルに合わせ、福祉や介護に関するサービス、新聞販売
店等による見守り・通報システム、情報通信技術やラ
イフライン等を活用した安否確認システム等を活用す
ることで、各々の孤立死対策ができるよう、社会資源
等の選択肢を増やし、情報提供やコーディネートを行
う必要がある。この点は行政、社会福祉協議会、およ
び民間事業者に期待するところである。愛西市の取り
組みからもわかるように、孤立死対策は、相談・通報
窓口の設置、ひとり暮らし高齢者台帳への「鍵を預け
ている人」追記、新聞販売店等による見守り・通報協
力、福祉サービス、関係機関の連携等、今あるものを
工夫して活用すれば、多額の予算をかけることなく一
定の効果が得られるであろう。地域資源を活用し、で
きる部分から工夫して事業展開していくことが重要で
ある。
　最後に、現在の福祉制度の対象とならない比較的若
い世代に対する支援が重要かつ困難であるという点を
考える。このことについては以前から指摘していると
ころではあるが、孤立死は、高齢者ばかりでなく比較
的若い世代にも起こっており、他の地域では一人暮ら
しをしている学生が一人亡くなって何日もたってから
発見されることもあり、それを不安に感じているとい
う現実もある。愛西市では、モデル事業に引き続き、
これまで市役所の高齢福祉の担当部署である高齢福祉
課と地域包括支援センターとが中心となり、一人暮ら
し高齢者を主な対象とした取り組みを行ってきたが、
もはやこの問題を福祉を切り口として対応するには限
界があるのではないかという思いも生じてきたのであ
る。これまでの経緯から、福祉制度に該当しない比較
的若い世代の人たちを確実にフォローすることは現段
階では困難であるが、今後は市役所の福祉担当以外の
部署等とさらに連携を強化し、自治会、町内会の機能
を活用した取り組みを行う必要があるだろう。そし
て、住民一人ひとりに孤立死問題を意識してもらい、
それに加え、孤立死対策に活用できる制度やシステム
等を構築することにより、それを活用した孤立死対策
を推進していくことが重要である。冒頭テレビ番組で
放映されたケースの男性も、孤立死に関する知識や情
報を持っていれば自分自身の孤立死対策を行うことが
でき、また違った最期や死後を迎えたのではないか。
　孤立死対策は、個人レベルで有効な対策を立てた場
合には比較的すぐに効果が表れるであろうが、すべて
の住民がそのようにできるとは限らず、市の事業とし
て住民全体にそのことを浸透させるという観点から考
えるならば、取り組みを始めたからといってすぐに結
果が出るものではない。現在実際に孤立している高齢
者が存在し、孤立死に関する不安を抱えている人たち
がいる状況を踏まえ、また、今後一人暮らしが増加
し、孤立死の増加も予想されることから、私たちは今
の段階よりできる部分から取り組みを始め、地道に継
続していく必要があるであろう。
注
１） 本稿は１．２．を松宮が、３．４．を鷲野が執筆した上
で、相互に調整を行っている。
２） 愛西市福祉部地域包括支援センター社会福祉士、愛知
県立大学非常勤講師、中央大学大学院法学研究科博士後
期課程刑事法専攻在籍。
３） http://nagoyatv.com/up/special/backnumber.html?key=4bf9
46359a63e57d164c5706d8438bfb、2011年11月14日 最 終
確認。
４） 本節は、松宮（2011）をもとに加筆修正したものであ
る。
５） 一人暮らし・高齢者世帯数は、民生委員による一人暮
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らし・高齢者世帯調査（毎年３～５月実施）による。
６） 2011年度は2011年10月末現在。また、2010年10月か
ら2011年10月までについては2011年11月現在調査中で
あることから、これまでに得られた事例の数を示す。
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